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地球温暖化防止新技術プログラム基本計画 

 

 

１．目的 

地球温暖化問題は我々の社会に与える影響の大きさや深刻さから、喫緊に対応すべき課 

題であり、大気中への温室効果ガス、特にその大宗を占める二酸化炭素の排出抑制が求めら 

れている。そのため、エネルギーの消費を抜本的に改善する革新的技術開発及び二酸化炭素 

を分離回収・固定化したり、有用物質に変換する技術開発を、総合的、効率的かつ加速的に 

推進し、その導入・普及を促進することにより、環境・エネルギー・経済のバランスのとれた持 

続可能な社会の構築を図る。 

 

２．政策的位置付け 

 科学技術基本計画（２００１年３月閣議決定）における国家的・社会的課題に対応

した研究開発の重点化分野である環境分野、分野別推進戦略（２００１年９月総合科

学技術会議）における重点分野である環境分野に位置づけられるものである。 

 また、産業技術戦略（２０００年４月工業技術院）における社会的ニーズ（環境と

調和した経済社会システムの構築）への対応、革新的、基盤的技術（エネルギー・環

境技術）の涵養への対応を図るものである。 

 また、地球温暖化対策推進大綱（２００２年３月地球温暖化対策推進本部）における

講ずべき地球温暖化対策である革新的な環境・エネルギー技術の研究開発の強化に位置

づけられるものである。 

 さらに、「産業発掘戦略－技術革新」（「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２

００２」（２００２年６月閣議決定）に基づき２００２年１２月取りまとめ）の環境分

野における戦略目標（環境・エネルギー技術のチャレンジを産業競争力の源泉に（技術

のグリーン化））に対応するものである。 

 

３．目標 

２０１０年時点において革新的エネルギー消費削減技術の導入・普及がなされ、京都

議定書に定められた削減目標のうち０．６％分に寄与することを短期的な目標とする。

また、より長期的な視点に立脚して、更なる削減を可能とする省エネルギー型社会の構

築に向けた革新的エネルギー消費削減技術及び CO2 固定化・有効利用技術を確立する。

これらの技術により、持続的な経済成長を確保することを可能とするとともに、世界で

トップクラスの温暖化対策技術を有することによる国際競争力の確保を図る。 

 

 

 

 



４．研究開発内容 

Ⅰ．革新的エネルギー消費削減技術 

二酸化炭素の排出量を抑制するため、革新的なエネルギー消費削減技術を開発する。 

 

（１）自動車軽量化のためのアルミニウム合金高度加工・形成技術（運営費交付金） 

  ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、自動車の軽量化に

よる燃費向上を図るため、自動車材料に要求される高信頼性、高強度、軽量性等の

性能を持つ高度に安全性等に配慮したアルミニウム材料を開発する。具体的には、

超微細結晶化による高強度・高成形性アルミニウム板材の成形・加工技術の開発、

鉄鋼系材料等とアルミニウム材料との接合技術、高強度で衝突吸収性の良い構造

（セル構造）を持つアルミニウム材料の創製・形成・加工技術を開発する。 

  ②技術目標及び達成時期 

２００６年度までに、乗用車におけるアルミニウム使用量を増加させるための技

術課題、具体的には自動車用ベークハード型高張力鋼板と同等の性能を持つアルミ

ニウム板材開発技術、アルミニウム材と異種素材との接合技術、ポーラス構造にお

いて衝撃エネルギー吸収性能に優れた超軽量構造部材の設計、製造技術を確立する。 

  ③研究開発期間 

    ２００２年度～２００６年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    中間評価を２００４年度、事後評価を２００７年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（２）環境調和型超微細粒鋼創製基盤技術の開発（運営費交付金） 

 ①概要 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、自動車の軽量化に

よる燃費向上を図るため、従来鋼より優れた強度を有することから鋼材の薄肉化が

可能となる、結晶粒径が１μｍ程度の超微細粒鋼の自動車材料等への適用を目指し、

成形・加工・利用技術等の基盤技術の開発を行う。 

  ②技術目標及び達成時期 

 ２００６年までに、超微細粒鋼の実用化のための利用技術、成形・加工技術等の

基盤要素技術の確立を図る。具体的には、成形・加工技術として、超微細化を可能

とする高度大歪み加工技術や、革新的なロール・潤滑技術の開発、及び超微細粒の

特質を失わせないより低温での接合を可能とする接合技術を開発する。 

  ③研究開発期間 
    ２００２年度～２００６年度 
  ④中間・事後評価の実施時期 
 中間評価を２００４年度に、事後評価を２００７年度に実施。 

  ⑤実施形態 
 民間企業、大学、公的研究機関等から最適な研究体制を構築し実施。 

 



（３）自動車軽量化炭素繊維強化複合材料の研究開発（運営費交付金） 

①概要 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、自動車の軽量化に

よる燃費向上を図るため、自動車材料に要求される高信頼性、高強度、軽量等の性

能をもつ高度に安全性等に配慮した炭素繊維強化複合材料を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２００７年度までに、自動車に実装可能な炭素繊維材料の創製・成形・加工技術

等を確立する。 

  ③研究開発期間 
    ２００３年度～２００７年度 
  ④中間・事後評価の実施時期 
 中間評価を２００５年度に、事後評価を２００８年度に実施。 

  ⑤実施形態 
 民間企業、大学、公的研究機関等から最適な研究体制を構築し実施。 

 

（４）カーボンナノファイバー複合材料プロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付金） 
①概要 
 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、自動車の軽量化に

よる燃費向上を図るため、剛性、熱伝導性、加工性等に優れた軽量化自動車部品の

実現に向けた、アルミニウム合金、マグネシウム合金と、カーボンナノファイバー

との複合化技術とその成形加工技術を開発する。 
②技術目標及び達成時期 
 ２００５年度までに、ブレーキ部品、足回り部品及びその他の部品等に適用可能

な、アルミニウム合金、マグネシウム合金とカーボンナノファイバーの複合材料の

実用化技術、成形加工技術を確立する。 
  ③研究開発期間 
    ２００３年度～２００５年度 
  ④中間・事後評価の実施時期 
 事後評価を２００６年度に実施。 

  ⑤実施形態 
 民間企業、大学、公的研究機関等から最適な研究体制を構築し実施。 

 

（５）省エネ型次世代ＰＤＰプロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付金） 

 ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、近年市場が急速

に拡大することが見込まれている大型ディスプレイ分野において、現行のプラズ

マディスプレイ（ＰＤＰ）の低消費電力化を図るため、発光パネルの高効率発光

技術及び製造エネルギーの革新的製造技術の開発を行う。 

  ②技術目標及び達成時期 

 ２００５年度までに、２００３年時点と比較し、現在の１／３程度のエネルギー

消費となる高効率発光技術及び革新的製造技術を開発する。 

  ③研究開発期間 



    ２００３年度～２００５年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

    事後評価を２００６年度に実施。 

  ⑤実施形態 

    民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（６）高分子有機 EL 発光材料プロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、高分子発光材料の

発光効率、寿命等の高度化を実現する材料創製技術と有機 EL（電界発光）ディス

プレイパネル製造プロセスでの成形加工技術の一体的研究開発を行う。これにより

省エネ型次世代平面ディスプレイの一つとして期待されている有機 EL ディスプレ

イの早期実用化を目指す。 

  ②技術目標及び達成時期 

 ２００５年度までに、携帯情報端末（ＰＤＡ等）、移動体通信機器（カーナビ

ゲーション）等に使用可能な小型有機ELディスプレイ用高分子発光材料等を開発す

る。 

  ③研究開発期間 

    ２００３年度～２００５年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

    事後評価を２００６年度に実施 

  ⑤実施形態 

    民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（７）ディスプレイ用高強度ナノガラスプロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、種々のディスプレ

イ用基板ガラスの軽量化を実現させるために、超短パルスレーザー等を用いてガラ

ス内に異質相を形成させることにより、薄板化を可能とする超高強度薄板ガラスを

開発する。ガラスの薄板化により、光透過率の上昇による消費電力の節減及びガラ

ス製造にかかるエネルギー消費量の抑制が図られる。 

  ②技術目標及び達成時期 

２００５年度までに、ガラス中に異質相を形成させることにより、従来では不可

能であった薄板ガラスの高強度化を可能とする技術を開発する。 
  ③研究開発期間 

    ２００３年度～２００５年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

    事後評価を２００６年度に実施。 

  ⑤実施形態 

    民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（８）カーボンナノチューブＦＥＤプロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付金） 



  ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、カーボンナノ

チューブ（ＣＮＴ）をフィールドエミッションディスプレイ（ＦＥＤ）用電子源と

して用いる際の電子放出特性のバラツキを抑制する技術的なブレークスルーを達成

しＦＥＤを実現するため、均質電子源の開発、パネル化及びディスプレイ性能評価

技術の開発を行う。これにより、中・大型（２５～３５型）ディスプレイ市場を中

心に省エネ効果が高く、高画質のＣＮＴを用いたＦＥＤの早期製品化を図る。 

  ②技術目標及び達成時期 

２００５年度までに、ＣＮＴをＦＥＤ用電子源として高輝度・高画質・低消費電

力を実現するに十分な特性を実現するとともに、パネル化及びディスプレイ性能評

価技術の開発を行い、ＣＮＴ－ＦＥＤを試作し評価する。 
  ③研究開発期間 

    ２００３年度～２００５年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

    事後評価を２００６年度に実施。 

  ⑤実施形態 

    民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（９）光触媒利用高機能住宅用部材プロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付金） 

  ①概要 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、建築物におけるエ

ネルギー消費の抑制を図るため、光触媒を利用した住宅用放熱部材とともに、散水

装置を組み合わせた冷房負荷低減システムを開発する。また、室内環境汚染物質の

浄化を図るため、光触媒を利用した室内環境浄化部材を開発する。 

  ②技術目標及び達成時期 

 ２００５年度までに、光触媒利用放熱部材（窓ガラス、外付けブラインド）と散

水装置を組みあわせた冷房負荷低減システム及びホルムアルデヒド等の室内環境汚

染物質を可視光で分解することができる光触媒利用室内環境浄化部材を開発する。 

  

  ③研究開発期間 

    ２００３年度～２００５年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

    事後評価を２００６年度に実施。 

  ⑤実施形態 

    民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（１０）極低電力情報端末用 LSI の研究開発  

  ①概要 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、情報端末機器の

電力消費を抑制し、今後の極低電力マルチメディア情報端末を実現するため、消費

電力が mW 級の極低電力で動作する新しいデバイス構造を用いた LSI を開発する。 

 ②技術目標及び達成時期 



 ２００２年度までに、０．５Ｖ程度の電源電圧で極低電力・高速動作を可能とす

るＬＳＩを実現するためのデバイス・プロセス及び回路設計に関する基盤技術の確

立及び有用性の検証を行う。 

  ③研究開発期間 

  １９９８年度～２００２年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

    中間評価を２００１年度に、事後評価を２００３年度に実施。 

  ⑤実施形態 

   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 
（１１）CO2排出抑制型新焼結プロセスの開発（運営費交付金） 
  ①概要                                  

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、鉄鋼業の製銑工程

全体におけるコークス消費量の低減により CO2 削減を図るため、既存の焼結プロセ

スをベースに粉鉄鉱石の塊成化と部分還元を同時に達成する焼結プロセスを開発す

るとともに、このプロセスで製造された部分還元焼結鉱を高炉で使用するための技

術を確立する。  
  ②技術目標及び達成時期 
 ２００４年度までに、還元率７０％の部分還元焼結鉱の製造プロセス及びこれを

高炉で使用するための技術を確立する。 
  ③研究開発期間 

    ２００２年度～２００４年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    事後評価を２００５年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

    民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 
 
（１２）製造工程省略による省エネ型プラスチック製品製造技術開発（運営費交付金） 
  ①概要                         

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、プラスチック製品

製造において１／４以上のエネルギー消費を占める樹脂のペレット化（造粒）工程

を省略するため、重合工程で生成される樹脂パウダーから直接フィルム製品等の加

工製品の成形を可能とする、樹脂製造及び樹脂加工を一体化した、一貫省エネプロ

セス技術を開発する。  
  ②技術目標及び達成時期 
 ２００４年度までに、ペレット化を省略したプラスチック製品製造技術を実現す

るための、触媒技術、安定化剤添加技術及び成形技術を確立するとともに、関連す

る技術の体系化を図る。 
  ③研究開発期間 

    ２００２年度～２００４年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    事後評価を２００５年度に実施。 



  ⑤実施形態等 

    民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（１３）内部熱交換による省エネ蒸留技術開発（運営費交付金） 

  ①概要                                   

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、石油化学工業にお

ける大幅な省エネルギー効果を実現するため、エネルギー消費のうち約４０％を占

める蒸留プロセスについて、蒸留塔を濃縮部と回収部に分割し、濃縮部における廃

熱を回収部において活用する技術の実用化を図る。 
  ②技術的目標及び達成時期 
 ２００５年度までに、省エネルギー率３０％以上（現行実用蒸留塔比）を達成す

る蒸留塔設計技術及び蒸留システム技術を確立する。 
  ③研究開発期間 

    ２００２年度～２００５年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    事後評価を２００６年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（１４）次世代化学プロセス技術開発（運営費交付金） 
  ①概要                                           

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、製造工程の短縮又

は有害化学物質を使用・経由しない化学プロセスを実現し、省エネルギー、省資源

及び環境負荷低減を図るため、新規触媒反応等を利用した新規化学反応プロセス技

術を開発する。 
  ②技術目標及び達成時期 
 ２００３年度までに、化学品の製造プロセスを抜本的に革新し、製造工程の短縮

と性能向上によって、省エネルギー、省資源及び環境負荷の低減を図る。 
  ③研究開発期間 

 １９９５年度～２００３年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

 中間評価を１９９９年度に、事後評価を２００４年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 
（１５）超臨界流体利用環境負荷低減技術研究開発（運営費交付金） 

  ①概要                                 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、化学物質の製造に

伴う環境負荷の低減、省資源及び省エネルギーを目的として、製造工程中の有機溶

剤の使用廃止又は廃棄物等の工業原料への転換を実現するための超臨界流体を利用

した新規化学反応プロセス技術を開発する。 
  ②技術目標及び達成時期 



 ２００４年度までに、超臨界流体を代表的な合成反応プロセス、環境保全・エネ

ルギープロセス等に利用し、高効率で簡素な環境調和型化学プロセス技術を構築し、

省エネルギー及び環境負荷の低減を図る。 
  ③研究開発期間 

 ２０００年度～２００４年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

 中間評価を２００２年度に、事後評価を２００５年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 
（１６）高温空気燃焼対応高度燃焼制御技術開発（運営費交付金） 
  ①概要  
 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、燃焼の高効率化に

よる省エネルギーと低 NOx 化を同時に実現する高温空気燃焼技術を各種燃焼加熱設

備に適用し、一層の高性能化を図る技術を開発する。 
  ②技術目標及び達成時期 
 ２００３年度までに、燃焼の高効率化と低 NOx 化を同時に実現する高温空気燃焼

技術の各種燃焼加熱設備（微粉炭ボイラー、廃棄物焼却プロセス及び高温化学反応

プロセス）への適用のための設計手法やプラント性能推定技術を確立する。 
  ③研究開発期間 

    １９９９年度～２００３年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    中間評価を２００１年度、事後評価を２００４年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 
（１７）省エネルギー型鋼構造接合技術の開発（運営費交付金） 
  ①概要 
 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、溶接施工時におけ

るエネルギー使用量を低減するため、鋼構造の接合における溶接技術について、溶

接変形が少なく溶接後の加熱矯正が不要な溶接材料及び施工技術を開発する。 
 また、併せて本接合技術の標準化に係る調査・研究を実施し、従来の溶接材料で

は規定されていない変態温度及び溶接変形量の測定方法等を標準化（ＪＩＳ）する。 
  ②技術目標及び達成時期 
 ２００５年度までに、溶接材料の変態膨張特性、溶接継ぎ手形状、溶接施工方法、

溶接条件、変形量の関係の実験的調査と理論解析に基づく溶接材料を開発するとと

もに、開発した材料による溶接施工技術を確立するとともに標準化原案をまとめる。 

  ③研究開発期間 

    ２００３年度～２００５年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    事後評価を２００６年度に実施。 

  ⑤実施形態等 



    民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 
 

（１８）インクジェット法による回路基板製造プロジェクト（フォーカス２１）（運営費

交付金） 

  ①概要 
 エネルギー需給構造高度化の観点から行うものであり、金属インク、絶縁物イン

ク等をインクジェットヘッドから基板に吐出して回路基板を製造する技術の開発を

行う。メッキ、レジスト塗布、露光、現像、エッチング等の一連の工程を行う従来

法（エッチング法）に比べ、本プロジェクトの回路基板製造方法は数分の１の工程

で行うため、製造工程の省エネルギー化が可能となる。 

  ②技術目標及び達成時期 

 ２００５年度までに、インクジェット法による回路基板の製造技術を確立する。 

  ③研究開発期間 

 ２００３年度～２００５年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 
 事後評価を２００６年度に実施。 

  ⑤実施形態 
 民間企業、大学、公的研究機関等から最適な研究体制を構築し実施。 

 

（１９）ＳＦ６等に代わるガスを利用した電子デバイス製造クリーニングプロセスシステ

ムの研究開発（運営費交付金） 

  ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、半導体集積回路や

液晶デバイス等電子デバイスの製造プロセスの一つである絶縁膜のプラズマＣＶＤ

によるクリーニングプロセスで利用可能な、SF6 等の温室効果ガスに代替するガス

及び省エネルギー型新規プロセス技術を開発する。 

  ②技術目標及び達成時期 

２００２年度までに、CVD クリーニング工程で用いられている SF6 等の温室効果

ガスに代替するガスを開発するとともに、電力エネルギー効率を現状システムの２

～２．５倍程度に向上する CVD 装置及びシステムに必要な要素技術を確立する。 

  ③研究開発期間 

 １９９８年度～２００２年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

    中間評価を２００１年度に、事後評価を２００３年度に実施。 

 ⑤実施形態 

    民間企業、大学、公的研究期間等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（２０）省エネルギー型金属ダスト回生技術開発 

  ①概要 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、製鋼用電気炉の高

温排ガスから、直接に鉄及び亜鉛成分を回収することで亜鉛回収に必要なエネル

ギーを大幅に削減することが可能となる金属ダスト回生システム技術の開発を行う。 



  ②技術目標及び達成時期 

 ２００２年度までに、製鋼用電気炉の高温排ガスに含まれる鉄成分及び亜鉛成分

の直接分離回収率をベンチスケール規模でともに８０％以上とする技術を確立する。 

  ③研究開発期間 

    １９９８年度～２００２年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    中間評価を２００１年度、事後評価を２００３年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（２１）エネルギー使用合理化ガス拡散電極食塩電解技術開発 

  ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、電力多消費型産業

であるソーダ工業における消費電力の削減を図るため、従来技術であるイオン交換

膜法に比べて、高い省エネルギー性が期待できるガス拡散電極法を用いた食塩電解

技術を開発する。 

  ②技術目標及び達成時期 

 ２００２年度までに、安定性、耐久性及び経済性のあるガス拡散電極による食塩

電解技術の確立を図る。 

  ③研究開発期間 

    １９９９年度～２００２年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    事後評価を２００３年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（２２）交流超電導電力機器基盤技術研究開発（運営費交付金） 

  ①概要  
 電源の多様化を促進する観点から行うものであり、電力機器の高効率化、電力系

統の安定度向上を図るため、超電導技術を利用した革新的交流電力機器（超電導

ケーブル、超電導限流器、超電導変圧器）の開発を行う。 
  ②技術目標及び達成時期 
 ２００４年度までに、超電導技術を電力機器として利用するための基盤技術を確

立する。 
  ③研究開発期間 

    ２０００年度～２００４年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    中間評価を２００３年度、事後評価を２００５年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（２３）超電導発電機基盤技術研究開発（運営費交付金） 



  ①概要  
 電源の多様化を促進する観点から行うものであり、電力系統の安定度が高く、高

効率、コンパクト等の優れた特徴を有する超電導発電機を実用化するための基盤技

術の研究開発を行う。 
  ②技術目標及び達成時期 
 ２００３年度までに、２０万 kW を目標とした高密度化技術、６０万 kW を目標
とした大容量化技術及び設計技術等の超電導発電機の実用化に必要な基盤技術を確

立する。 
  ③研究開発期間 

    ２０００年度～２００３年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    事後評価を２００４年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（２４）フライホイール電力貯蔵用超電導軸受技術研究開発（運営費交付金） 

  ①概要  
 電源の多様化を促進する観点から行うものであり、超電導状態で発生するマイス

ナー効果を利用してフライホイールの軸受摩擦のロスを低減することにより、電力

を運動エネルギーに転換して貯蔵する技術の開発を行う。 
  ②技術目標及び達成時期 
    ２００４年度までに、100kWh 級フライホイールを早期に実用化するための課題
を明らかにする。 

  ③研究開発期間 

    ２０００年度～２００４年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    中間評価を２００３年度、事後評価を２００５年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

    民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 
（２５）産業用コージェネレーション実用技術開発（運営費交付金） 

  ①概要 
 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来の産業用中型

コージェネレーションシステムより総合熱効率を高めることを目的とし、ガスター

ビンの高温静止部に金属部品及びセラミック部品の双方を用いたハイブリッドガス

タービンを開発する。 
  ②技術目標及び達成時期 
 ２００３年度までに、ハイブリッドガスタービンの実用化を図るため、耐熱セラ

ミックス部材開発及び評価試験、耐久試験を実施し、ハイブリッドガスタービンの

健全性・信頼性を確認する 
  ③研究開発期間 

    １９９９年度～２００３年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    中間評価を２００１年度、事後評価を２００４年度に実施。 

  ⑤実施形態 



   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 
 
（２６）低摩擦損失高効率駆動機器のための材料表面制御技術の開発（運営費交付金） 

 ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、自動車の変速機、

水圧機器システム、発電用タービン等の利用時の省エネルギーを図るため、これら

の駆動系における摩擦損失を大幅に低減する材料表面制御の基盤技術を開発する。 

  ②技術目標及び達成時期 
２００６年度までに、潤滑膜の構造特性及び生成機構を解明するとともに、各駆

動系における摩擦損失を低減する技術を確立する。 

  ③研究開発期間 

    ２００２年度～２００６年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    中間評価を２００４年度、事後評価を２００７年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（２７）変圧器の電力損失削減のための革新的磁性材料の開発（運営費交付金） 

  ①概要  
エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、大電力変電所や配

電変圧器等の電力変換効率を格段に高める送配電システムを構築するため、ＰＶＤ、

ＣＶＤ技術を応用して、変圧器の磁芯に使われる磁性材料（電磁鋼板）の表面に無

機シリコン系化合物等の薄層膜をコーティングし、電力損失を画期的に低減する材

料を開発する。 

  ②技術目標及び達成時期 
 ２００４年度までに、電力損失（鉄損）を現行の約２割低減した磁性材料を創製

する技術及び変圧器への適用加工技術の確立を図る。 
  ③研究開発期間 

    ２００２年度～２００４年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    事後評価を２００５年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 
（２８）高効率熱電変換システムの開発（運営費交付金） 

  ①概要  
 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、産業部門、民生部

門等からの排熱エネルギーを高効率に利用するため、熱エネルギーを電気エネル

ギーに変換する、長寿命で信頼性の高い熱電変換素子による高効率熱電変換技術を

開発する。 
  ②技術目標及び達成時期 



 ２００６年度までに、熱電変換効率１５％の高効率熱電変換モジュールの開発及

びシステム化要素技術を確立する。 

  ③研究開発期間 

    ２００２年度～２００６年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    中間評価を２００４年度、事後評価を２００７年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 
（２９）高効率高温水素分離膜の開発（運営費交付金） 

  ①概要  
 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、高効率・省エネル

ギーの水素製造プロセスを開発するため、高い耐熱性と、高い水素選択透過性を併

せ持つ高温水素分離膜の開発と膜モジュール化技術開発を一体的に行う。 
  ②技術的目標及び達成時期 
 ２００６年度までに、無機膜の微細構造制御技術、化学組成制御技術、モジュー

ル化技術等を確立する。 
  ③研究開発期間 

    ２００２年度～２００６年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    中間評価を２００４年度に、事後評価を２００７年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（３０）吸着材を用いた新規な天然ガス貯蔵技術開発 

  ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、石油等の代替エネ

ルギーとして天然ガスの導入を促進するため、従来の天然ガス貯蔵方式に比べてよ

り高密度で貯蔵できる吸着材を用いた新規の天然ガス貯蔵技術の開発を実施する。 

  ②技術目標及び達成時期 

     ２００２年度までに、金属錯体、活性炭改良品による高密度貯蔵吸着材の開発

及び開発した吸着材のガスホルダー、ＢＯＧ処理、天然ガス自動車への適用に係る

技術を確立する。 

  ③研究開発期間 

    １９９８年度～２００２年度 

  ④中間・事後評価の時期 

    中間評価を２００１年度、事後評価を２００３年度に実施。 

  ⑤実施形態等 

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（３１）超低損失電力素子技術開発 

  ①概要 



エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、電力供給、産業、

運輸、民生等幅広い分野の電力の省エネルギー化を図るため、電力変換器等に適用

可能なＳｉＣ等を用いた超低損失かつ高速動作の半導体素子を開発する。 

  ②技術目標及び達成時期 

 ２００２年度までに、ＳｉＣ基板作製技術に関しては、４インチ程度の大口径化

及び２インチでマイクロパイプ無しの高品質化、またプロセス要素技術に関しては

ＳｉＣ等の半導体の薄膜成長制御技術、伝導度制御技術及び界面制御技術の基盤技

術を開発する。併せて、素子化技術として主として既存技術の高度化により４種の

基本デバイスを作製し、ＳｉＣ、ＧａＮの優位性を実証する。 

 ③研究開発期間 

 １９９８年度～２００２年度 

  ④中間評価・事後評価の実施時期 

   中間評価を２００１年度に、事後評価を２００３年度に実施。 

  ⑤実施形態 

   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（３２）高効率有機デバイスの開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、シリコンデバイ

スでは不可能な、紙のように軽量なディスプレイ等に利用でき、かつ、シリコン

デバイスに比べて低消費電力という特質を有する有機デバイスの研究開発を行う。

具体的には、低分子材料を中心としたディスプレイの開発、高分子材料を中心と

した有機薄膜トランジスタの開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００６年度までに、視感効率５０ルーメン/ワットを超える白色発光素子、３

０MHz の応答周波数を備える有機高速トランジスタ、動画表示が可能な厚さ 

0.2mm 程度のフィルムディスプレイ等を開発する。 

③研究開発期間 

     ２００２年度～２００６年度 

④中間評価・事後評価の実施時期 

   中間評価を２００４年度に、事後評価を２００７年度に実施。 

  ⑤実施形態 

   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（３３）ＳＦ６フリー高機能発現マグネシウム合金組織制御技術開発プロジェクト

（フォーカス２１）（運営費交付金） 

①概要 

  エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーに

資する軽量化材料であるマグネシウム溶解時に使用されている地球温暖化ガスであ

るＳＦ６の削減を図るとともに、クリープ特性の向上、鋳造プロセス、押出し、圧

延等の展伸プロセスにおける晶出の均質化技術、結晶粒制御技術を開発し、製造プ

ロセスの高度化、マグネシウム合金の高機能化を図る。 



②技術的目標及び達成時期 

    ２００６年度までに、マグネシウム合金において、ＳＦ６フリー溶解技術と、高

機能（強度、延性、靱性、高クリープ抵抗等）を発現させるために、高度なプロセ

ス技術とともに原材料技術を開発する。 

③研究開発期間 

    ２００４年度～２００６年度 

④中間評価・事後評価の実施時期 

   事後評価を２００７年度に実施。 

  ⑤実施形態 

   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（３４）次世代ＦＴＴＨ構築用有機部材開発プロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付

金） 

①概要 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、高品位映像による

リアルタイムコミュニケーション可能な次世代ＦＴＴＨ（Fiber To The Home）の

ラスト数百ｍに供用できる、低コストで低光伝送損失のプラスチック材料を開発す

る。具体的には、屈折率高精度制御技術開発によりプラスチック光ファイバー（Ｐ

ＯＦ）、及びモジュール化のための新規一体型成形加工技術の開発により低コスト

で低消費電力のポリマー光回路の開発を行う。 

 

②技術的目標及び達成時期 

  ２００６年度までに、次世代ＦＴＴＨ構築に必要なラスト数百ｍの光ネット

ワークに提供されるＰＯＦ及びポリマー光回路用部材を開発する。 

③研究開発期間 

    ２００４年度～２００６年度 

④中間評価・事後評価の実施時期 

   事後評価を２００７年度に実施。 

  ⑤実施形態 

   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（３５）積層メモリチップ技術開発プロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付金） 

  ①概要 

  エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、情報化社会の進

展に伴い増加する情報量に対応し、メモリの大容量化、高速データ転送、省エネル

ギー化等を可能とする技術及びメモリ搭載技術の開発を行う。 

  ②技術的目標及び達成時期 

 ２００６年度までに、積層された複数メモリへの高速ダイレクトデータ転送可能

な技術を開発し、メモリチップの大容量化、高速データ転送、省エネルギー化等を

実現する。 

③研究開発期間 

    ２００４年度～２００６年度 



④中間評価・事後評価の実施時期 

   事後評価を２００７年度に実施。 

  ⑤実施形態 

   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

 

Ⅱ．CO2 固定化・有効利用技術 

排出される二酸化炭素を分離回収・固定化したり、有用物質に変換する技術を開発す

る。 

 

（ⅰ）二酸化炭素分離回収・隔離・貯留技術開発 

 （１）二酸化炭素の海洋隔離に伴う環境影響予測技術開発 

  ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、火力発電所等の

大規模発生源から分離回収された二酸化炭素を海洋中層に放出・拡散することで

大気中の二酸化炭素濃度の急激な上昇を抑制する技術について、海洋環境への影

響を評価する技術を開発する。 

  ②技術目標及び達成時期 

 ２００６年度までに、海洋隔離技術の有効性、経済効果の評価、100～150kg/s

の二酸化炭素を希釈出来る技術（濃度の具体的な目標値は検討中）の要素開発、

二酸化炭素放出点周辺域（約 100km×約 100km 程度の範囲内）での希釈技術開発に

対する影響評価技術の確立、国際的な連携の強化等を図る。 

  ③研究開発期間 

    フェーズ１：１９９７年度～２００１年度 

    フェーズ２：２００２年度～２００６年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

    中間評価を２００４年度、事後評価を２００６年度に実施。 

  ⑤実施形態 

    民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

 （２）二酸化炭素の地中貯留技術研究開発 

  ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、火力発電所等の

大規模発生源から分離回収された二酸化炭素を地中帯水層へ貯留する技術を開発

する。 

  ②技術目標及び達成時期 

２００４年度までに、長期挙動予測可能な二酸化炭素挙動予測シミュレータの

開発、二酸化炭素圧入技術の開発、日本近海の帯水層についての分布・地質構造

等地質広域調査による二酸化炭素地中貯留の潜在能力等データを取得する。 

  ③研究開発期間 

    ２０００年度～２００４年度 



  ④中間・事後評価の実施時期 

    中間評価を２００２年度、事後評価を２００４年度に実施。 

  ⑤実施形態 

 民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（３）二酸化炭素炭層固定化技術開発 

  ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、二酸化炭素が石

炭に吸着しやすい特性を利用して、火力発電所等から排出される二酸化炭素を石

炭層に安定して固定化させる技術（二酸化炭素の炭層への最適な固定化条件の把

握、炭層への効率的な圧入方法等）を開発する。 
  ②技術目標及び達成時期 
 ２００７年度までに、二酸化炭素とメタンの置換メカニズムの解明及び二酸化

炭素挙動シミュレーション技術、二酸化炭素の石炭層への効率的な圧入とメタン

の回収技術等を確立する。 
  ③研究開発期間 

    ２００２年度～２００７年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

       中間評価を２００４年度、事後評価を２００８年度に実施。 

  ⑤実施形態 

 民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

 （４）二酸化炭素大規模固定化技術開発 
  ①概要 
 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、乾燥地帯のよう

な苛酷な環境においても生育しうる樹木を創出し、従来、植林に適さなかった地

域を含めた植林可能面積の拡大を図る。また、植物が有する二酸化炭素吸収機能

の向上を図り、大気中の二酸化炭素を大規模かつ効率的に固定化する技術の開発

を行う。 
  ②技術目標及び達成時期 
 ２００７年度までに、年間降雨量 500mm 程度の乾燥地帯等においても生育し得

る森林創生樹木を開発する。 
  ③研究開発期間 

    ２００３年度～２００７年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

       中間評価を２００５年度、事後評価を２００７年度に実施。 

  ⑤実施形態 

 民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

 

 （５）低品位廃熱を利用する二酸化炭素分離回収技術開発 

  ①概要 



    エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来技術になかっ

た低温度レベルで再生可能なＣＯ２吸収液を開発し、有効な利用法がないプラント

廃熱を回収して吸収液再生に利用する技術を組み合わせた吸収法システムを開発す

る。そして鉄鋼プラントの高濃度ＣＯ２排ガスを用いてパイロット試験を実施する。 

  ②技術目標及び達成時期 

   ２００８年度までに、ＣＯ２分離回収コストを大幅に削減する技術を実証する。 

  ③研究開発期間 

   ２００４年度～２００８年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

   中間評価を２００６年度、事後評価を２００９年度に実施。 

  ⑤実施形態 

   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（ⅱ）二酸化炭素有用物質転換技術開発 

 （１）石炭・古紙等活用型二酸化炭素固定化技術開発 

  ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、太陽熱を利用し

て、二酸化炭素を石炭・天然ガス及び水蒸気と反応させ、高効率にメタノールを

生成する技術、並びに微生物等の機能を活用し、バイオマス資源である古紙等を

糖化し、得られた糖類を有機酸に変換する過程で、バイオコンバージョンにより

二酸化炭素を固定する技術を開発する。 
  ②技術目標及び達成時期 

２００４年度までに、石炭・点絵ガス及び水蒸気活用型技術は、太陽炉の開発

による溶融塩加熱技術、石炭スラリー加熱技術等を確立、古紙等活用型技術は、

同年度までに、セルロースを糖化し、糖と二酸化炭素を有機酸に変換させる部生

物触媒を開発する。 
  ③研究開発期間 

    ２００４年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

       事後評価を２００４年度に実施。 

  ⑤実施形態 

 民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（２）石炭・天然ガス活用型二酸化炭素回収・利用技術の開発 

  ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、太陽熱を利用し

て、二酸化炭素を石炭・天然ガス及び水蒸気と反応させることにより、次世代の

液体燃料であるメタノールに高効率に変換する技術を開発する。 
  ②技術目標及び達成時期 

２００４年度までに、太陽炉の開発による溶融塩加熱技術、石炭スラリー加熱

技術等を確立する。 
  ③研究開発期間 



    ２０００年度～２００３年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

       中間評価を２００２年度に実施。なお、本事業の成果全般については、「石炭・

古紙等活用型二酸化炭素固定化技術開発」において活用されることとなるため、本

事業の事後評価は、当該事業の事後評価において併せて実施。 

  ⑤実施形態 

 民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

 （３）エネルギー使用合理化古紙等有効利用二酸化炭素固定化技術開発 

  ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、バイオマス資源

である古紙等を生物的機能を活用して糖化し、得られた糖類を有機酸類に変換す

る過程で二酸化炭素を固定するバイオコンバージョン技術を開発する。 

  ②技術目標及び達成時期 

 ２００４年度までに、セルロースを糖化し、糖と二酸化炭素を有機酸に変換さ

せる微生物プロセスを開発する。 

  ③研究開発期間 

    ２０００年度～２００３年度 

  ④中間・事後評価の実施時期 

中間評価を２００２年度に実施。なお、本事業の成果全般については、「石炭・

古紙等活用型二酸化炭素固定化技術開発」において活用されることとなるため、本

事業の事後評価は、当該事業の事後評価において併せて実施。 

  ⑤実施形態      

 民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 

（ⅲ）技術シーズの発掘 

 （１）プログラム方式二酸化炭素固定化・有効利用技術開発 

  ①概要 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、将来において実

現可能性の高い二酸化炭素固定化・有効利用技術に関する技術シーズを発掘し、

これらの基盤技術の確立、フィージビリティの確認等を実施する。 
   ②事業期間 

    １９９９年度～２００６年度 
  ③実施形態 

    適切な研究課題、実施企業等を選定し実施。 

 

（ⅳ）実用化開発 

 （１）二酸化炭素固定化・有効利用技術実用化開発（運営費交付金） 

  ①概要 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、二酸化炭素固定

化・有効利用技術等の中から、特に実用化の可能性の高い事業について支援を行

う。 



  ②事業期間 

    ２００１年度～２００４年度 

  ③実施形態 

    適切な研究課題、実施企業等を選定し実施。 

 

 （２）京都議定書目標達成産業技術開発促進事業 

  ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、民間企業が取り

組む地球温暖化防止技術のうち、実用化に向けた道筋が明確な技術開発について

支援を行う。   

  ②事業期間 

    ２００３年度～２００７年度 

  ③実施形態 

    適切な研究課題、実施企業等を選定し実施。 

 

（ⅴ）国際協力 

 （１）地球環境国際研究推進事業 

① 概要 

  エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、地球温暖化問題

の解決に向け、諸外国等と共同で革新的な温暖化防止技術の研究開発を実施する。 
  ②事業期間 

    ２００２年度～２００６年度 

  ③実施形態 

    諸外国との連携のもと、テーマ毎に適切な研究体制を構築し実施。 

 

５．研究開発の実施に当たっての留意事項 
事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの

（事業名に（運営費交付金）と記載したもの）は、運営費交付金の総額を算定する際

に使用するものであることから、当該部分は、国の裁量によって実施されるものでは

なく、中期目標、中期計画等に基づき当該独立行政法人の裁量によって実施されるも

のである。 

 

【フォーカス２１の成果の実用化の推進】 
 フォーカス２１は、研究開発成果を迅速に事業に結び付け、産業競争力強化に直結さ

せるため、次の要件の下で実施。 
 ・技術的革新性により競争力を強化できること。 
 ・研究開発成果を新たな製品・サービスに結びつける目途があること。 
  ・比較的短期間で新たな市場が想定され、大きな成長と経済波及効果が期待できるこ

と。 
  ・産業界も資金等の負担を行うことにより、市場化に向けた産業界の具体的な取組が

示されていること。 
  具体的には、成果の実用化に向け、実施者による以下のような取組を求める。 



 
  ・カーボンナノファイバー複合材料プロジェクト 

事業費の１／２負担により、アルミニウム合金、マグネシウム合金と、カーボ

ンナノファイバーとの複合化技術とその成形加工技術の開発を行う。 

  ・省エネ型次世代ＰＤＰプロジェクト 
事業費の１／２負担により、ＰＤＰの低消費電力化を図るため、発光パネルの

高効率発光技術等の開発を行う。 
  ・高分子有機ＥＬ発光材料プロジェクト 

事業費の１／２負担により、高分子発光材料の発光効率、寿命等の高度化の材

料創製技術と有機ＥＬディスプレイパネル製造プロセスでの成形加工技術の一体

的研究開発を行う。 
  ・ディスプレイ用高強度ナノガラスプロジェクト 

種々のディスプレイ用基板ガラスの軽量化を図るための薄板化を可能とする超

高強度薄板ガラスの開発を実施し、早期実用化を図る。 
  ・カーボンナノチューブＦＥＤプロジェクト 

ＣＮＴ－ＦＥＤの実用化のため、映像処理回路、画像品質向上回路等、ＣＮＴ

－ＦＥＤ実用化開発を実施し、早期実用化を図る。 

  ・光触媒利用高機能住宅用部材プロジェクト 

事業費の１／２負担により、光触媒を利用した住宅用放熱部材及びそれを用い

た冷房負荷低減システム、室内環境浄化部材の開発等を行う。 

・インクジェット法による回路基板製造プロジェクト 

   事業費の１／２負担により、金属インク、絶縁物インク等をインクジェット
ヘッドから基板に吐出して回路基板を製造する技術を確立する。 

・ ＳＦ６フリー高機能発現マグネシウム合金組織制御技術開発プロジェクト 

     事業費の１／２負担により、マグネシウム合金において、ＳＦ６フリー溶解技

術と、高機能を発現させるために、高度なプロセス技術とともに原材料技術を確

立する。 

  ・次世代ＦＴＴＨ構築用有機部材開発プロジェクト 

事業費の１／２負担により、次世代ＦＴＴＨ構築に必要なラスト数百ｍの光

ネットワークに提供される低コストで低光伝送損失のＰＯＦ及びポリマー光回路

用部材を開発する。 

・積層メモリチップ技術開発プロジェクト 

 事業費の１／２負担により、メモリの大容量化、高速データ転送、省エネル

ギー化等を可能とするために必要な技術を確立する。 

 
  なお、適切な時期に、実用化・市場化状況等について検証する。 
 

６．プログラムの期間、評価等 

 プログラムの期間は２００２年度～２００６年度までとし、プログラムの中間評価を

２００４年度に、事後評価を２００７年度に行うとともに、研究開発以外のものについ

ては２０１０年度に検証する。 
  また、中間評価を踏まえ、必要に応じ基本計画の内容の見直しを行う。 



 

７．研究開発成果の政策上の活用 

各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては、適切な標準化

活動（国際規格（ISO/IEC）、日本工業規格（JIS）、その他国際的に認知された標準の提

案等）を実施する。 

特に、光触媒利用高機能住宅用部材プロジェクトにより取得・蓄積した基本特性等

データを活用しつつ、基準認証研究開発事業として、光触媒の統一的な試験・評価方

法を JIS 化するとともに、我が国発の国際標準として提案することにより、光触媒製

品の世界市場拡大を目指す。 

 

８．政策目標実現に向けた環境整備 

【国際協力】 

 ・地球環境国際連携推進事業（運営費交付金）（２００３年度～２００７年度） 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、地球温暖化問題

の解決に貢献する技術の開発を国際レベルで効率的かつ経済的に進めるためにＩ

ＰＣＣ国際会議等を開催し各国におけるエネルギー消費効率化に関する取り組み

について情報交換、温暖化防止等に関する我が国の戦略的取り組みの検討及び各

国情報収集調査等を行う。 
 

【知的基盤整備】 
 ・情報提供等事業（地球環境国際研究推進事業の一環） 

革新的な温暖化対策技術や地球環境保全技術の情報交換を目的とした情報ネッ

トワークの構築・運用、データベースの構築等を図る。 
 

【普及・導入促進】 

・開発した成果について社会への早期普及・導入を図るため、それぞれの技術開発成

果に応じた適切な普及促進制度の活用策についての検討を行う。 

 

９．その他当該プログラムの実施に関する重要事項 

・２００４年度地球温暖化対策推進大綱の見直しに伴う対応を行う。 

・各プロジェクトを横断的観点からマネージメントする体制を整備し、技術の進捗状

況や社会情勢等を踏まえた適切な資源配分、技術成果のレビュー、普及施策の検討、

実施すべき技術開発テーマ・領域・分野等の検討等を実施する。 

 

１０．改訂履歴 

 （１）平成１４年２月２８日付け制定。 

 （２）平成１５年３月１０日付け制定。革新的温暖化対策技術プログラム基本計画（平

成１４・０２・２５産局第１６号）は、廃止。 

 （３）平成１６年２月３日付け制定。革新的温暖化対策技術プログラム基本計画（平成

１５・０３・０７産局第１８号）及びエネルギー環境二酸化炭素固定化・有効利用

プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第１９号）は、本プログラム基本

計画に統合することとし、廃止。 


